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V. まとめにかえて 

1. は じ め に 

株式会社の監査等に 関する商法の 特例に関す 

る法律 ( 以下，商法特例 法と 略称する。 ) に よ 

れ ば ，資本の額が 5 億円以上またほ 負債の合計 

金額が 200 億円以上の株式会社 ( 以下，大会社 

と略称する。 ) は， 貸借対照表， 損益計算書， 

利益の処分または 損失の処理に 関する議案 ( 以 

下 ，利益処分業と 略称する。 ) について，営業報 

台書および附属明細書については 会計に関する 

部分にかぎって ，監査役の監査のほかに ，会計 

監査人の監査を 受げなければならない ( 商法特 

例 法 2 条 ) 。 すなわち，取締役によって ， 定時 

株主総会の会日の 8 週間前までに ，計算書類 

( 商法 281 条 1 項 ) が監査役および 会計監査人 @ こ 

提出され ( 商法特例 法 12 条 1 項 ), 会計監査 ノ、 

は ，取締役から 計算書類を受領した 日から 4 週 

間以内に，その 監査報告書を 監査役および 取締 

往 に提出しなければならない ( 商法特例 法 13 条 

1 項 ) 。 そして，各会計監査人の 監査報告書に ， 

「貸借対照表および 損益計算書が 法令および定 

款に従い，会社の 財産および損益の 状況を正し 

く表示している 旨 」の記載があ り，各監査役の 

監査報告書に ，各会計監査人の 監査の結果を 相 

当でないと認めた 旨の記載がないときは ， 貸ィ昔 
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対照表および 損益計算書について ，定時総会の 

承認を要せず ， この場合においては ，取締役 

は ，定時総会。 ここれらの書類を 提出し，その 内 

容について報告しなければならない ( 商法特例 

法 16 条 1 項， 13 条 2 項， 14 。 条 2 項 1 号，商法 

281 条 ノ 3 第 2 項 3 号 ) 。 

営業報告書については ，いずれの規模の 株式 

会社であ っても，その 内容を定時総会に 報告す 

れば足り，取締役会の 承認決議によって 確定す 

る ( 商法 281 条 1 項， 283 条 1 項 ) が，大会社に 

おいては，取締役会の 承認と会計監査人および 

監査役の適法意見の 表明によって ，貸借対照表 
および損益計算書は 確定し，定時総会の 承認を 

要しないのであ る。 逆に，会計監査人または 監 

査役が，貸借対照表または 損益計算書について 

不適法とする 意見を表明したと ぎ ，または， 各 

監査役の監査報告書 ヤこ ，会計監査人の 監査の結 

果を相当でないと 認めた旨の記載があ ると ぎ 

ほ ，定時総会の 承認を得なければならない ， 

すなわち，昭和 56 年の商法改正に 際して， 

「商法等の一部を 改正する法律案提案理由説明 

書」 ( 昭和 56 年 3 月 24 日 ) が公表されており ， 

その中で，商法特例 法 については， 第 - に ，大 

規模の会社の 計算書類が不正に 作成されること 

によってもたらされる 社会的な影響の 大きさに 

かんがみ，一定規模以上の 会社 は ，会計に関す 

る専門家の監査を 受けることが 適当であ ると考 
えられるので ，会計監査人の 監査を実施する 大 

規模の会社の 範囲を，資本の 額が 5 億円以上ま 

たは負債の合計額が 200 億円以上のいずれかに 

該当するものに 拡大し，第二に ，このような 人 
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規模の株式会社につぎ ，会計監査人は ，株主総 

会において選任するものとしてその 地位を強化 

し，第三に， このような大規模の 株式会社にお 

いては，専門的かつ 技術的な計算書類の 内容の 

適否を一般の 株主が判断することは 困難であ る 

ことおよび計算書類については 株主総会に よ り 

選任された会計監査人および 監査役の厳重な 監 

査がされ，かっ ，その監査結果が 監査報告書に 

ょり株主に開示されることを 考慮して，貸借対 

照表 および損益計算書についてほ ，会計監査人 

および監査役のこれを 適法とする意見があ った 

ときは，株主総会の 承認を受けることを 要しな 

い ， ということが 要約されている。 

したがって，現行法における 大会社の会計 監 

茶人に よ る会計監査の 役割は極めて 重要なもの 

といえよう。 このような大会社における 会計監 

査 入 制度ほ，いくつかの 要因に基づいて ，商法 

に対する特例として 成立したものであ った。 

そこで，本稿では ，会計監査人制度の 商法へ 

の 導入の経緯を 検討し，監査制度における 会計 

監査人制度の 意義を研究することれこ 主たる目的 

を置くこととした。 なお，会計監査人の 資格・ 

欠格事由および 職務権 限・責任等の 課題につい 

ても，本稿の 対象とすべきであ っ たが， これら 

に関しては，他の 機会にゆずることとした。 

11. 会計監査人制度の 導入の経緯 

昭和 25 年の商法改正後，商法における 監査制 

度の具体的改善策として 公表されたのは ，昭和 

41 年打刀 に 株式会社の監査制度について 審議を 

開始してぎた 法制審議会商法部会に よ る「監査 

制度に関する 問題点」 ( 昭和 42 年 5 月 ) であ る。 

当時，頻発した 会社の粉飾決算をきっかけとし 

て，商法の監査制度の 不備と監査役の 無力さが 

問題となり， これらの改善の 必要性が痛感され 

ていたのが，審議のための 背景となった " 。 各 

界の意見を参考にするために 公表されたこの 

「問題点」は ， A と B とによって構成され ',, こ 

のうち A は ， 「監査役 は 現在のとおり 会計監査 

を行 う ものとし，独立性の 保持その他会計監査 

機能を強化する 措置とともに ，取締役会の 業務 

監査機能を強化する 措置を講ずるものとした 場 

合の問題点」として ， ml 項目にわたる 問題点が 

示されている。 これら ほ ，当時の商法が 定める 

監査役と取締役の 機能を維持しながら ，それぞ 

れの監査機能を 強化することとするという 方針 

に 立った場合の 問題点であ る。 B は， 「監査役 

は 業務監査をも 行な う ものとし独立件の 保持 そ 

の他 監査機能を強化する 措置を講ずるものとし 

た場合の問題点」であ り， 7 項目の問題点が 掲 

げられている。 これらの問題点 は ，昭和 25 年の 

改正前の商法またはドイッ 株式法のように ，監 

査役の機能を 業務監査にまで 拡大して，監査機 

能を強化することとするという 方針に立った 場 

合の問題点であ る㊤。 

昭和 43 年 9 月 3 日には， これら A . B のうち 

B を基本として ，「株式会社監査制度改正に 関す 

る 民事局参事官室試案」が 公表された。 B に反 

対する理由として ，複雑化した 企業の業務監査 

を 監査役に期待することは 困難であ る， また， 

有名無実になる 可能性が大であ るなどが示され 

たが， B を支持する理由としては ，業務監査を 

待 たりことに よ り，はじめて 真実な会計監査が 

可能であ る， また，アメリカ 海の取締役会の 監 

査機能はわが 国では育たないなどが 主張され， 

結局， B を採用した理由は ， A の ょ匁 こ 公認会 

計士を監査役にするということになれば ，監査 

役という名前を 名乗らせること 自体が，公認会 

計士が独立の 職務を行ならうえに 支障を生じな 

いかどうかという 問題に加えて ，取締役会自身 

の機構改革にふれざるをえなくなり ，多くの間 

題 をかかえることになるが ， B の場合には，会 

計監査については 公認会計士の 監査と重複する 

ので， これを調整する 方法を講じなければなら 

ないという問題はあ るものの，取締役会の 問題 

にふれないで ，ただ監査役の 職務を業務監査全 
般 に拡張するだけで 済む。 ， ということにあ っ 

たようであ り，この「監査制度に 関する問題 
点」に対する 民間の意見としては ， B を支持す 
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る 方が A を支持するもの よ り若干上まわった " 

といわれている。 

この試案は，監査役に 関する項目，すなわ 

ち，監査役は 会社の資本の 額の大小を問わず ， 

会計監査と業務監査の 機能を具有することの 制 

硬化と，資本金 1 億円以上の株式会社の 特例と 

して監査役監査のほかに ，株主総会の 前に会計 

監査 / 、 ( 公認会計士またほ 監査法人 ) に よ る 許 

艶書類の監査を 新たに制度化することの 2 つの 

柱から構成されている。 この試案に添付され だ 

「理由 苫 」に よ ると，「現行法は ，株式会社につ 

いては，取締役会が 業務監査を，監査役が 会。 寸 - 

監査を行な う こととしているが ，試案は， これ 

らの監査制度の 運営の実情にかんがみて ，効果 

的な監査の実施に よ り会社の業務及び 会計の適 

正をはかるため ，監査役が業務監査をも 行な う 

こととするとともに ，その独立性の 保持その他 

監査機能の強化のための 措置を講じ ， 更に，広 

汎な利害関係人を 有する大会社については ， 公 

認 会計士が計算書類を 監査することとするもの 

であ る。 」 とし ぅ のが改正の趣旨であ る。 そし 

て， この「株式会社監査制度改正に 関する民事 

局参事官室試案」第十一「大会社の 特例」に ょ 

ると，「大会社にあ っては， 株主， 債権 き ，そ 

の他の利害関係人が 多く経理内容も 複雑であ る 

から，その計算書類については ，独立しだ専門 

家の監査を受けることが 望ましいので ，大会社 

の計算書類について ，公認会計士又は 監査法人 

が 監査を行 う 制度を新設しょうとするものであ 

る。 」 との提言がなされているが ， これをもっ 

て，商法における 監査制度改善の 主要な柱とし 

て ， 「会計監査人に よ る監査制度」が 採用され 

ることとなったのであ る 6) 。 

昭和 48 年 3 月 20 日に至って， 「商法の - 部を 

改正する法律案」，「株式会社の 監査等に関する 

商法の特例に 関する法律案」，「商法の 一部を改 

正する法律等の 施行に伴 う 関係法律の整理等に 

関する法律案」の 3 法案が国会に 提出された。 

この商法改正関係 3 法案は，昭和 48 年 7 月 3 日 

に衆議院を通過し ，ただちに参議院に 送付され 

たが，充分審議されない う ちに会期切れとなっ 

たため， 同年 9 月 26 日に ， 次の国会で継続審査 

することに決定された。 第 71 回国会に続く 第 72 

回国会において ，昭和 49 年 2 月 2 日に参議院本 
会議を通過し ，同年 3 月 19 日の衆議院本会議で 

可決され，成立し ，同年 4 月 2 日に公布された。 

監査制度以覚の 事項に関する 規定ほこの日に 施 

行されたが，同年 5 月 13 日に， 「商法の一部を 

改正する法律等の 施行期日を定める 政令」が 公 

布 され，監査制度に 関する規定は ，昭和 49 年 10 

月 1 日に施行されることとなったのであ る。 昭 

和 41 年秋に，法制審議会が 審議を開始して U 、 

来 ， 7 年 4 ケ 月を要して，株式会社の 監査制度 

を中心とする 重要な改正が 実現したのであ る。 

すなわち，資本金の 額が 1 億円を超える 株式 

会社の監査役は ，業務および 会計の双方につい 

て監査するという 職務を担当しなければならな 

いけれども，特に 資本の額が 5 億円以上の大会 

社の監査役には ，必ずしも適正かっ 公正な監査 

を 充分に期待することができないために ，会計 

上の処理能力を 有する会計監査人の 制度を設け 

て，会計監査の 万全を期そうとするものであ 

る つ 。 この ょう に，商法に会計監査人監査を 導 

入するに至ったのは ，計算書類が 確定されない 

段階で，会計監査人による 監査を反映させよう 

としたからにほかならない 8, 。 

その後の昭和 56 年改正商法においても ，大会 

社の会計監査人制度は 引き継がれ，適用会社の 

範囲がさらに 拡大され，現在でほ ，株式会社の 

うち，資本の 額が 5 億円以上という 要件か，最 

終の貸借対照表の 負債の部に計上しだ 金額の合 

計額が 200 億円以上という 要件のいずれかに 該 

当する会社は ，貸借対照表および 損益計算書に 

ついて，営業報告害および 附属明細書について 

は会計に関する 部分にかぎって ，監査役の監査 

のほか，会計監査人の 監査を受げな ンナねば なら 

ない ( 商法特例 法 2 条 ) とされている。 

昭和 56 年商法特例法の 改正によって ，それま 

で会計監査人ほ 取締役会が選任することとされ 

ていたのを，株主総会で 選任すること ( 商法 特 
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例法 3 条 ) とし，株主総会の 付託のもとに 会社 

の財務状況を 監査することとなった。 この点の 

改正によって ，取締役会の 影響が排除され ，会 

計監査人の独立性がさらに 強化されたのであ 

る。 他方，監査役および 会計監査人の 監査報告 

書は ついては，附属明細書の 提出時期を繰り 上 

げて，従来，計算書類と 附属明細書に 関する監 

査報告書が 2 本建てとなっていたのをⅠ本化す 

る ( 商法特例 法 12 条乃至 14 条 ) とともに，監査 

報告書には， 「大会社の監査報告書に 関する規 

則」に定める 事項についても 記載すべきこと 

( 商法特例 法 M3 条 4 項， 同法 14 条 3 項 ) とした。 

さらに，大会社における 計算処理の過程の 複 

雑化と所有と 経営の分離の 実情に合 うよう に す 

るため，あ るいは，昭和 49 年商法特例 法 のもと 

では，会計監査人は ，経営を行な う 取締役また 

は取締役会によって 企業診断を行な 5 専門家と 

しての色彩が 強かったのに 対し，昭和 56 年商法 

特例 法 のもとでは，会社所有者たる 株主総会の 

代理人としてその 付託のもとに ，監査を行なう 

地位におかれたことによって ", 取締役会の承 

認とともに，会計監査人および 監査役の適法意 

見の表明によって ，貸借対照表および 損益計算 

書は確定し，株主総会の 承認を必要とせず ，単 

に株主総会での 報告をもって 足りる ( 商法特例 

法 16 条 1 項後段 ) こととされたため ，換言すれ 

ば，会計監査人および 監査役の適法意見が 株主 

総会の承認に 代わることができることとされた 

ため，会計監査 ノ 、 と監査役の権 限と責任 は さら 

に強化されたことを 意味する。 

この点については ，企業の所有と 経営との分 

離が事実上において 進んでいない「中小会社」 

や ，閉鎖性をその 特質となす有限会社との 対比 

において，企業会計に 関し，公認の 専門的資格 

能力あ る会計監査人に よ る監査制度の 導入は， 

所有と経営の 分離現象の高度化に 対応すべき特 

例たるところに ，その意義が 存するものといわ 

なければならない ，。 ， ， との見解が示されてい 

る。 なるほど，大会社の 株主総会は現実に 形骸 

化 ") している状況を 認識すれば，貸借対照表 お 

よび損益計算書などのような 高度の専門的知識 

を 必要とする書類について ， 一般大衆の株主の 

存在を前提とする 株主総会での 承認を求めるこ 

とは適当ではないといえ よう 。 一定の要件のも 

とにとはいえ ，株主総会は 貸借対照表および 損 

益 計算書を承認することを 要しないとしたこと 

に対応して，商法特例 法は ，監査役のほかに ， 

会計監査人の 選任・解任権 を株主総会の 権 限と 

し，株主のために 適正な監査をなすことを 制度 

正保障することとなったのであ る。 

I11. 会計監査人監査対象会社の 範囲 

(1) 昭和 49 年商法特例 法 適用会社の範囲 

昭和 43 年 9 月 3 日の「株式会社監査制度改正 

に関する民事局参事官室試案」を 基礎として， 

法制審議会商法部会は ，昭和 44 年 7 月 16 日に， 

「株式会社制度改正要綱 案 」 を決定したが ， そ 

の後， その一部を修正し ， その表題を改めて ， 

昭和 45 年 3 月 4 日に， 「商法の一部を 改正する 

法律案要綱 案 」を決定し， 同年 3 月 30 日に開か 

れた法制審議会総会において ， 「商法の一部を 

改正する法律案要綱」として 承認され，法務大 

臣に答申された。 この試案，要綱 案 および要綱 

において，資本の 額が 1 億円以上の会社を ，会 

計監査人に よ る監査の対象とした ( 要綱第十四 ) 

のは，第一に ，産業統計上，資本金工億円以上 

の会社を大会社として 取扱っていることり ，第 

二に，証券取引所に 上場される株式の 発行会社 

の規模は，原則として 資本金が 1 億円以上であ 

ることを要し ，上場会社は ，証券取引法により 

公認会計士または 監査法人の監査を 受げなけれ 

ばならないこと ，第三に，日本の 会社の資本構 
成比率は，他人資本が 自己資本と比較して 異常 

に高く，資本金が 1 億円の会社の 実質資本は， 

平均 8 億円であ り，大会社としての 資格を有し 

ていることなどが ，その理由であ った 、 ， ) 。 

しかし，監査制度の 拡充強化は，弱小会社の 

活動を圧迫するものであ ると主張する 中小企業 

からの反対，商法に 公認会計士を 導入すること 
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は ，税理士りの 職業を奪 う ものであ ると主張す 

る日本税理士会連合会の 反対が強く，国会方面 
にも難色が多かったため ，国会への提出 は 見送 

らざるをえなくなった。 

昭和 47 年の国会に提出するために 準備された 

修正案では，公認会計士または 監査法人の監査 

を受げなければならない 会社を，資本の 額が 3 

億円以上の会社とし ， 3 億円未満の会社につい 

ては，別に法律で 定める日まで ，その施行を 延 

期するとい 5 経過規定を設けた。 しかし， この 

修正案をもってしても ，税理士会は ，釈然とし 

ないものがあ るとして，昭和 47 年の第 68 回通常 

国会提出を阻止した。 続く，昭和 48 年の法律案 
では，会計監査人の 監査が義務づげられる 大会 

社の範囲を，資本の 額が 5 億円以上の会社に 引 
き上げたのであ る，しかし，この 大会社の範囲 

についてほ，昭和 48 ヰ -2 月虹日付官報で ，第 71 

回国会に提出される 法案の上つとして ， 「資本 

の 額が 1 億円未満の株式会社に 関する商法の 特 

例に関する法律案」が 掲載されていた。 このこ 

とから，法務省側での 譲歩が，法案の 国会提出 

間際になって 行なわれたのではないかというこ 

とが推察されるのであ るぬ。 この ょ 引こ，資本 

の額を 1 拍、 H 以上から 5 億円以上に引」 こ 修正 

をした理由 は ，公認会計士登録有資格者数だけ 

で，資本の額が 1 億円以上の会社を 実効的に監 

査できるかどうかという 問題， 6) があ ること， さ 

らに，貸本金工億円以上の 株式会社の業務に 関 

与している税理士の 職域が侵犯されるおそれが 

あ るという強硬な 主張が日本税理士会連合会か 

らなされたこと m であ った， 

新設された商法特例法の 内容は，資本の 額が 

1 億円以下の株式会社に 閲する特例を 設 け ， こ 

のいわゆる小会社については ，監査役が従来ど 

おり会日 監 俺のみを行な う こととし，他方， " 

本の額が 5 億円以上の株式会社に 関する特例を 

設け， この大会社についてほ ，監査役の会計 監 

杢の 。 ま がに 公 ; 十 監査人 ( 公認会計士または℡ 査 

法人 ) の会計 " 査が強制されることが 定めら #.t 

ている， 

しかしながら ，昭和 48 年 7 月 3 日に衆議院を 

通過する際，経過規定を 別に設 け 「証券取引法 

適用会社でない 株式会社で，資本の 額が 10 億円 

未満のものについては ，別に法律で 定める日前 

および同日以後最初に 到来する決算期に 関する 

定時総会の終結の 時まで」， 特例法の会計監査 

人に関する規定は 適用しないなどの 修正 ", が 加 

えられたため ，原案に比較して ，実質的にも 大 

幅に後退した 内容となった。 

新設された商法特例 法は ， 会社の大小を 区別 

するのに，資本の 額を基準としたが ， このよう 

な立法例ほほかにもあ る。 たとえば， 1965 年画 

ドイッ株式法施行法 [Einfuhrungsgesetz zum 

Aktiengesetz] 2 条に よ ると， 最低資本金額を 

10 万ドイッマルクとしており ， 1966 ヰ ，フランス 

商事会社法八条および 72 条によると，公募会社 

で 50 万フラ ソ その他の会社で 10 万フランとして 

いる立法例Ⅲがあ る。 

(2) 昭和 56 年商法特例 法 適用会社 

監査制度の強化を 目的とした昭和 49 年の改正 

法案審議の際に ， 衆 ・ 参 両院の法務委員会にお 

いてなされた 附帯決議による 会社法の全面見直 

しの要請がな さ れたことに応じて ，昭和 49 色 -9 

月から法制審議会商法部会は 審議を開始した。 

まず会社法の 問題点を洗い 出すことから 始め 

られ，昭和 50 年 6 月 12 日付げで，法務省民事局 

参事官室 よ り ; 会社法改正に 閲する問題点」と 

題する意見照会が ，経済団体，法曹界，学覚 等 

に対して行なわれた。 

しかしながら ，昭和 49 年の商法改正後にあ っ 

ても，相次ぐ 力こ 業の不正支出ないし 不正経理が 

発覚したため ，当初は会社法の 全面改正がロ 的 

とされ，その 一項目として 大小会社の区分 ( 会 

社法改正に関する 問題点第七 ) が取り上げられ 

ることとな ， ，ていだが， これを契機として 監査 

制度の見直しが 早急に求められだ。 企業の白玉 

的 監査機能の強化に 2 9, 会社の運営の 適正・化 

をはかることをロ 的として，取締役会の 監査機 

能および監査役と 会計監査 ソ、 の 監査機能の充実 

ならびにこれらの 机互の有機的通関がはかられ 
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ることとなった。 

会計監査人に 関連する改正は ，昭和 53 年 12 月 

25 日の法務省民事局参事官室に よ る「株式会社 

の機関に関する 改正試案 ( 以下，機関改正試案 

と略称する。 ) 」 ( 会計監査人の 選任につき第一 

の 一の 2, 会計監査人の 候補者の指名にっき 第 

三の三のいおよび 昭和 54 年 12 月 25 日の同参 

事官室に よ る「株式会社の 計算・公開に 関する 

改正試案 ( 以下，計算・ 公開改正試案と 略称す 

る 。 ) 」 ( 商法特例 法 が定める監査対象会社の 範囲 

にっき 一 7) が公表され， その後， 昭和 55 年 

12 月 24 日の法制審議会商法部会に よ る「商法等 

の一部を改正する 法律案要綱 案 ( 以下要綱 案と 

略称する。 ) 」の決定にもとづき ，昭和 56 年Ⅰ 月 

26 日には，法制審議会総会によって「商法の 一 

部を改正する 法律案要綱 ( 以下，要綱と 略称す 

る。 ) 」が決定され ，法務大臣に 答申された。 

昭和 49 年の商法特例 法 適用会社は ，単 Ⅴ こ 会計 

監査人の監査を 必要とするかどうかの 判断基準 

として問題とされてぎたが ，計算・公開改正試 

案の段階で，その 一の 7 において， 「次のいず 

れかに該当する 会社は，貸借対照表，損益計算 

書並びに利益の 処分 又は 損失の処理及び 準備金 

に関する議案について ，監査役の監査のほか ， 

会計監査人の 監査を受げなければならない。 

a. 資本の額が 5 億円以上の会社， b. l 年間の 

営業に よ る収入が 200 億円以上の会社， c. 貸 

借対照表の負債の 部の合計額が 100 億円以上の 

会社」と提言され ，要綱 案 第二の一の 1 におい 

ても， また要綱第二の 一の 1 においても， この 

3 つの基準が採用された。 

a の基準については ，監査対象会社の 範囲が ， 

昭和 49 年の商法特例法の 附則に定められ ，経過 

措置として講ぜられていることから ， また， 同 

法施行後相当の 期間が経過していることもあ っ 

て，これを廃止し ，本則に戻して ，資本の額が 5 

億円以上の株式会社 は ，すべて会計監査人の 監 

査 を受けるべきものとしたのであ る。 資本の額 

を 5 億円以上としたのは ，東京証券取引所等の 

上場基準と定めた 額であ って，相当規模の 大き 

い 会社であ るから，会社の 倒産に よ る社会的影 

響も大きく，そのため 適正な監査と 開示が必要 

となるということがその 理由であ る 20) 。 なお， 

この 5 億円という基準については ，昭和 49 年改 

正に際しての 資本金工億円以上という ，少なく 

とも株式会社の 名に値するほどのものについて 

の基準と対比すると ，なお妥協的基準としての 

感を免れない "), との批判がなされている。 

b および c の基準は，会社の 大小の基準を 資 

本金の大きさのみで 決定するのではなく ，資本 

の額が小さい 会社であ っても，営業規模の 大き 

い会社もあ るため，採用されたものであ る "' 。 

他面においては ，機関改正試案および 計算・公 

開改正試案以降，要綱 集 および要綱の 内容が， 

商法特例 法 適用会社を ， 単に会計監査人監査を 

必要とするかどうかの 判断の基準として 問題と 

するものではないということを 明らかにしたも 

のであ る。 すなわち， 商法特例 法 適用会社は ， 

会計監査人の 監査を強制されるほかに ，貸借対 

照表および損益計算書について ，監査役および 

会計監査人の 適法意見があ ったときほ，計算書 

類は確定すること ，複数の監査役の 選任，書面 

投票制，損益計算書の 公告等が要求され ，株主 

総会，監査役および 会社の計算等の 多くの点に 

おいて一般会社と 区別して取扱われることとな 

ったのであ る。 そこで，大会社の 基準を ，単レこ 

資本の額だけで 判断してよいものかという 議 

論 "' もあ り， b および c の基準を加えたのであ 
る 24, 
  

実際においても ，資本金 5 億円以上の東京証 

券取引所二部上場の 会社の年間平均売上 領が 

103 億円， 負債平均 59 億円となっていたため ， 

この平均値よりはかなり 額 として大きい ，年間 

平均売上紐 200 億円以上， または，負債額 100 

億円以上のいずれかに 該当する会社も ，資本の 

額が 5 億円未満でも 会計監査人の 監査を受ける 

べ き ものとされた 2 。 ， 。 

b の基準は，営業活動の 規模の大きい 会社は 

それだけ社会的な 影響も大きく ， また，それだ 

け株主保護の 必要もあ ることから投げられたも 
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のであ る。 さらには， ドイツ株式法の 施行令や 

EC の第 4 指令 湖 において，会社の 大小を区分 

するための基準として ，営業 ャこよ る売上領が挙 

げられていることも 考慮されたためであ る， 7, 。 

C の基準は，債権 者保護の見地から ，負債額 

の 大きい会社についても ，会計監査人の 監査を 

受けることが 望ましいことから 設 げられだもの 

であ る，この点については ， 日本税理士会連合 

会の 「「株式会社の 計算・公開に 関する改正 試 

案 』に対する意見」 ( 昭和 55 年 4 月 24 日 ) にお 

いても， 「負債の総額は ，債権 者保護を目的と 

する商法の基本的見地に 照らし会計監査人監査 

要否の基準として 相応の合理性があ ると認めら 

れる，その場合，社会的影響度からみてどの 程 

度の負債の総額を 基準とすべきかが 問題であ る 

が，将来的な 物価指数の上昇率，インフレ 含み 

の貨幣価値の 変動性のほか ，資本の額が・ 10 億円 

以上 20 億円未満の会社の 負債総額平均値等をあ 

わせ若蔵 すると試案の 100 億円 は 低きに失し， 

300 億円程度とするのが 妥当であ る。 」と示し， 

その基準の程度については 格別，負債総額の 基 

準自体については 賛成していた " 。 

さらに，資本の 額 1 億円以上 5 億円未満の会 

社 ，すなわち，会計監査人の 監査を強制される 会 

社以外の会社にあ っても，会計監査人の 監査を 

受けることほ 望ましいことであ るから，強制会 

社以外の会社も 定款で定めることにより ，会計 

監査人の監査を 受けることができるものとし ， 

その場合には ，計算書類の 確定等について 監査 

強制会社なみの 扱いを受けることが 提案されて 

いる ( 要綱 案 および要綱第二の 一の 6 の ( 一 )) 。 

しかし，要綱において 投げられた会計監査人 

の 監査を受けるべき 会社の基準については ，再 

び日本税理士会連合会から 激しい反対が 繰り返 

された。 その理由とするところは ，監査対象会 

社が拡大されることにより ，従来，会計監査人 

の関与していなかった 会社も会計監査人と 交渉 

をもっにいたり ，税務事務を 担当していた 税理 

士はその職を 失なうという 点にあ る， 9, 。 この ょ 

う な理由に対して ，職域問題自体は ，本来， 会 

社の組織法として ，株主，債権 者の保護を目的 

とする会社法と 直接関係のあ る問題でほなく ， 

むしろ，逆に ，税理士の職域を 守るために，株 

主，債権 者の保護が不充分となることほ ，会社 

法 がその本来の 任務を捨てたことになり ，本末 

転倒であ ると か わなければならない ", との批 

判がなされている。 

昭和 56 年 3 月 24 日に，法務省は 商法等一部改 

正法案を第 94 回通常国会に 提出し，同年 4 月 17 

口に，衆議院本会議での 提案趣旨説明のあ と衆 

議院法務委員会に 付託され，同年 5 月 13 日に， 

同法務委員会は 13 項目の附帯決議をして 可決 

し， 同月 15 日に，衆議院本会議で 原案は可決さ 

れだ。 参議院においても ， 同法務委員会で ， 

同年 6 月 2 ロ に， 10 項目の附帯決議をして 可決 

し，同年 6 月 3 日に，参議院本会議で 原案を可 

決し法律として 成立した。 商法等一部改正法 

( 法律番号 74 号 ) は同年 6 月 9 日に公布され ， 

昭和 辞 年 10 月Ⅰ日に施行されることとなった。 

最終的には，計算・ 公開改正試案および 要綱 

が示していた 基準のうち，資本の 額が 5 億円以 

上の株式会社という 資本基準 は 変わらなかった 

けれども，年間の 営業売上高 200 億円以上の基 

準を廃除し ",, 負債総額 駝 100 億円の基準を 200 

億円とし 総 ， さらに，資本の 額 1 億円以上 5 億 

円未満の会社が 定款で定められることに よ り， 

会計監査人の 監査を受げられるという 点を削除 

することとなった。 会社法改正の 主要目的が ， 

主として大企業における 非行防止のだめの 会社 

の自主的監視機能の 強化であ ること，。 ) から， 監 

査対象会社の 範囲の問題のみにかかわって 立法 

が遅れることは ，立法の目的をまったく 達しえ 

ないことになるため ，税理士会側の 要望を大幅 

に受け入れた 形となった。 したがって，税理士 

会側の反対連動に 対する政治的妥協・ 調整の結 

果となっている 3" 。 

改正され だ 商法特例 法 では，同法第 2 章の会 

計監査人監査適用会社の 範囲は ， ㈹資本の額が 

5 億円以上の株式会社， (2) 最終の貸借対照表の 

負債の部に計上した 金額が 200 億円以上の株式 
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会社，この 2 つの基準のいずれかに 該当するも 

のということになったのであ る。 今回のこの改 

正で，新たに 監査対象会社になった 会社の数 
は， 805 社であ るが， 実際には，大会社の 子会 

社であ るなどの関係で ，既に，公認会計士の 監 

査 を受けている 会社もあ ることから，新しく 監 

査を受ける会社の 数ほかぎられたものになった 

と考えられている ， 6, 。 公認会計士の 側から， 日 

常業務の主要部分を 税務業務に依存している 公 

認 会計士が多く ，かっ，それらの 公認会計士の 

ほとんどが，できられば 監査業務に従事したい 

と切に望んでいるのであ るから，商法監査実施 

の暁には，現在の 業務分野は税務業務を 専業と 
する税理士に 譲らざるをえなくなるから ， 税理 

士 としてほその 職務領域は拡大されこそすれ ， 

狭められることはあ りえない 37), と 主張されて 

いるのであ る。 

なお，商法特例 法は ，資本の額または 負債の 

合計金額が増減した 場合の経過措置にっき ，特 

別 な規定を設けて 対応している。 まず，資本金 

5 億円以上の会社の 資本金が 5 億円未満となっ 

たときは，減資がされた 期の決算に関する 定時 

総会の終結の 時から，会計監査人の 監査を受 け 

なくてよ い ( 商法特例 法 20 条 ) が，大会社とし 

ての要件をいずれも 備えていない 会社が増資に 

よって資本の 額が 5 億円の基準に 達することと 

なった場合 は ，資本が増加した 期の決算に関す 

る定時総会の 終結の時から 監査を受げなければ 

ならないものとする ( 商法特例 法皿条 ) 。 すな 

わち，資本の 額が 5 億円以上となった 後，最初 

に到来する決算期に 関する定時総会の 終結の時 

までは大会社についての 規定は適用されない。 

これに対して ，資本の額が 5 億円未満で ，か 

つ ，負債総額が 200 億円未満であ った会社の負 

債額が 200 億円以上となった とぎ は，そのこと 

が明らかとなった 決算期に関する 株主総会の終 

結の時から会計監査人の 監査を受けるほか ， 大 

会社の規定が 適用されるということになる ( 商 

法特例 法コ条 ) 。 資本の額が 5 億円未満で，貸 

借対照の負債の 部の合計額が 200 億円以上の会 

社が ， 決算期において 負債の部の合計額が 2 ㏄ 

億円未満となった 場合，さらにその 後 1 年間は 

会計監査人の 監査を受 け ，大会社に関する 規定 

が適用され，その 次の決算期においても 負債の 

額が 200 億円未満であ るときは，その 決算期に 

関する株主総会の 終結の時から 監査を受げなく 

て よ いことになる ( 商法特例 20 条 ) 。 すなわち， 

負債の額に関するかぎり ， 1 年 おきに大会社の 

基準に達するような 会社においては ，引き続い 

て 切れ目なく会計監査人の 監査を受けるほか ， 

大会社の規定が 適用されるのであ る③。 負債総 

額の基準についてこのような 措置を講じたの 

は，負債の額は 資本の額に比べて 若干安定性を 
欠くからであ る 搬 。 

この ょ 5 な負債総額が 2 ㎝億円を超えた 場合 

の制度があ るにもかかわらず ，会計監査人を 選 

任しないと ぎ は，取締役等 ( 商法 498 条 1 項 ) 

は 100 万円以下の過料に 処せられる ( 商法特例 

法 30 条 1 項 1 号 ) 。 また，会計監査人の 監査 報 

吉書のないまま 株主総会で計算書類の 承認を求 

めることになるのであ るから，株主総会の 承認 

決議を得るための 手続に 暇疵 があ るということ 

になり，たとえ 承認決議がなされても ，決議 取 

消の訴の事由 ( 商法 247 条 1 項 1 号 ) となると 

考えられる。 

IV. 会計監査人制度の 導入の意義 

会計監査人による 事前監査制度の 導入 は，西 

ドイッの決算検査役 LAbschluBprUfe, コ 制度と 

フランスの計算監査役 Lconseildesurve Ⅲ ance コ 

制度を参考にしたものであ り，導入の実質的理 

由 は ，大会社をめぐる 不正経理・粉飾決算を 防 

止するために ，株主総会前に ，取締役の作成し 

た計算書類について ，会計監査人監査を 強制す 

ることで，不適正な 計算書類が株主総会で 確定 

されることを 予防しょうとすることにあ った。 。 ， 

といわれている。 ここで問題となるの ほ ，証券 

取引法に基づく 事後監査と，監査役による 会計 

監査との関係であ る。 会計監査人監査の 意義 



会計監査人制度の 意義 ( 人智 島隆 ) (129)  9 

は ， この双方との 関係で検討すべぎであ る， 

(1)  会計監査人監査と 証券取引法監査 

すでに触れたように ，株式会社の 監査制度に 

ついて法制審議会商法部会で 審議が開始された 

のは，昭和 41 年の秋であ ったが， 同年Ⅱ同 2 日 

の 商法部会で，当時の 大蔵 省証券局長は ，有価 

証券届出 書 制度の運用ということを 通じて，企 

業経理の健全化，適正化を 進めていくと ，ただ 

単に公認会計士制度を 改正したり，あ るい ほ ， 

監査手続を改正したりするだけでほ 十分ではな 

く，商法と証券取引法を 通じて監査制度や 会計 

監査を改善する 必要があ る。 ", と 提言されたよ 

らに伝えられている。 したがって，現行の 商法 

特例法の会計監査人監査制度ほ ，証券取引法に 

お げる企業会計公開制度ならびに 監査制度との 

  密接な関連において 問題提起され ，準備されて 

きたものであ ることは明らかであ る 42, 。 

ところで，わが 国における職業会計 ノ 、 制度と 

してほ， 当初，計理士 法 ( 昭和 2 年法律 31 号 ) 

に 基づく計理士制度があ ったのであ る。 この計 

理士制度ほ，会計に 関する検査・ 調査・鑑定・ 

証明・計算・ 整理・立案等の 業務を通じて ，わ 

が国企業会計制度の 発展に大きな 役割を果たし 

だといわれている ， 

第二次大戦後，アメリカ 法の影響のもとに ， 

昭和 23 年 4 月 13 日に法律 25 号をもって ， 証券取 

引法が公布されるに 至ったのであ るが，証券取 

引法による公認会計士監査制度は ，商法上の監 

茶役監査とは 法律上直接の 関係を与えられず 

に， もっぱら一般投資家の 保護を目的とする 外 

部監査の役割を 担うものとして 導入されたもの 

であ る 蜘 。 証券取引法の 制定に体ない ，独立の 

職業会計人の 強化を図るだめ ，公認会計士法 

( 昭和 23 年法律 103-@.) が制定され，昭和 23 年 

8 月 1 日から施行されだ。 その後，昭和 25 年 3 

月 29 口に法律 31 号をもって証券取引法が 改正さ 

れ，従来の「計理士」を「公認会計士 何 」と 改 

め ， 同法 193 条の 2 第 3 項の規定に基づき ，財 

務 苦 類の監査証明に 関する規則 ( 昭和 26 年規則 

4 号 ) を定め， この規則の施行に よ り，施行の 

目 であ る昭和 26 年 7 月 1 日以後に始まる 事業年 

度から，証券取引法に 基づく公認会計士による 

監査が実施されることとなったのであ る。 。 ， 。 し 

かしわが国の 公認会計士監査は ，アメリ ヵ の 

ように経済界の 要求によって 生まれ， 自然的に 

発展したという 歴史的基盤がなく ，大企業の多 

くは， 内心は，公認会計士という 外部の者によ 

って行なわれる 監査を好まず ，正規の監査に 対 

しては消極的であ ったというよりも ， むしろ 阻 

止 的であ ったと L づ のが，当時の 実情であ ，た 

よう であ る。 。 ， 。 

この ょう に，商法上の 監査役監査と 証券取引 

法上の公認会計士監査は ，別個の制度として 直 

接に関係を有せず 発展して き たものであ るか 

ら ，両者の間には 差異が認められるのであ る， 

すなわち，証券取引法は ， 「国民経済の 適切な 

運営および投資者の 保護に資するため ，有価証 

券の発行および 売買その他の 取引を公正ならし 

め ，かつ，有価証券の 流通を円滑ならしめるこ 

とを目的とする。 」 ( 証券取引法 1 条 ) ものであ 

り，有価証券届出 書 ，同報告書を 通じて，第一 

次的にほ投資者に 対し，第二次的にはその 他の 

利害関係者に 対し，的確な 財務情報を提供する 
という公開制度を 採用しており ，その理念実現 

の手段として ，強力な行政的監督の 手段を用い 

るのと，公衆投資者の 関係の薄い会社を 適用対 

象から除外している 点 ( 証券取引法 4 条 1 項 但 ， 

書 ) に，証券取引法の 特異性が認められる 婬 。 

したがって，商法特例 法 とほその目的を 興にす 

るのであ る - 

まだ，証券取引法の 適用を受ける 上場会社は， 

大蔵 大臣またほ証券取引所に 提出する財務書類 

ほ ついて，公認会計士まだ ほ 監査法人の監査証 

明を受げなければならない ( 証券取引法 193 条 

の 2 第 1 項 ) が，同法による 監査は，株主総会 

ですでに確定した 決算 苫類 に対して，監査手続 

を実施するのであ り，一般投資家に 対しては， 

その監査の結果は ，すでに確定した 決算 宙 類の 

問題点を教示するだけの 意味しかもたないもの 

であ る，これに対して ，商法特例 法によ る会計 
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監査人監査は ，確定される 前に行なわれるいわ 

ゆる事前監査であ るという点に 差異が認められ 

る。 利害関係者の 真の保護のためには 商法特例 

法 のように，確定所したがって 配当双の時点に 

おいて，決算書類の 充分な検討が 行なわれるこ 

とが必要であ る。 

このように，証券取引法に 基づく監査と 商法 

特例 法 に基づく監査とでは ，差異が存するのは 

当然であ って㈲，その 目的達成のための 監査 構 

造 ，判断基準，監査報告書は ，必ずしも同一で 

あ る必要はない。 。 ' 。 少なくとも両者の 間には， 

勘定科目の精粗であ るとか，注記事項等につい 

て差異が生ずるものと 思われる。 

しかしながら ，両者の目的や 機能に差異があ 

るとはいえ， いずれも会計監査であ るというこ 

とについては 相違 は なく，両者に 重複する面が 

少なくないから ，その意味で ，両者の調整は 可 

能であ ると考えられるし ，そのかぎりで 調整は 

不要ではないと 解される。 すなわち，商法特例 

法 に基づく会計監査人監査制度の 導入 " は ，証 

券取引法に基づく 公認会計士監査とを 調整する 

ことに よ り，株式会社における 監査制度の充実 

とその実効性を 確保しょうとするものであ ると 

評価することも 可能であ る⑪。 

たとえば，両者の 調整が図られた 制度の 1 つ 

として，昭和 49 年の商法改正の 際に， 「公正な 

る会計慣行」を 斜酌 すべき規定 ( 商法 32 条 2 項 ) 

が新設されたことを 挙げることができる。 この 

よう に，会計基準に 関する包括規定として「公 

正なる会計慣行」を 設置して，商法特例 法によ 

る監査と証券取引法に よ る監査の依拠すべ き 会 

計基準を一致させることにょり ， 両 監査の実質 

的一元化の基盤が 与えられたものと 解すること 

ができる。 けれども，商法 32 条 2 項の「公正な 

る会計慣行」を 斜酌 すべしという 規定と，証券 

取引監査の基準となる「企業会計原則」との 関 

係は ， 次のよう ヮこ 考えるべぎであ ろう。 まず第 

一に，法律の 規定 は ，大体において 概括的かつ 

抽象的であ るから， これを具体的事実に 当ては 

めるためには ，法律の規定を 解釈する必要があ 

り ， この場合，解釈の 資料として採用されるも 

のは，判例，学説，社会慣行，条理等であ るか 

ら，企業会計処理に 関する法律の 規定を解釈す 

るにあ たっては，「公正なる 会計慣行」を 斜酌 す 

べ き こと，すなわち ，解釈の貸料として 充分に 

考慮に入れることは 当然であ って，本条項は ，法 

律解釈上の当然の 事理を成文化したにすぎず ， 

「企業会計原則」が「公正なる 会計慣行」を 要 

約したものであ ると認めたものでもなく ，「企業 

会計原則」を 会計処理の基準としなければなら 

ないと定めたものでもないのであ る。 第二に， 

大蔵 大臣の諮問機関であ る企業会計審議会が 作 

成した「企業会計原則」は ，法律 ( 商法 ) が企 

業会計審議会に 対して，企業会計に 関する立法 

権 を白紙委任してできたものでほなく ， 「企業 

会計原則」は 意見の報告にほかならず ，企業会 

計審議会が公正妥当と 認めて収録した 基準であ 

るから，法的強制力を 有するものではない。 ，，。 

次に， いわゆる「特定引当金」についても ， 

昭和 56 年商法改正の 際に， 「特定 / 支出 又 " 損 

失 二備 フル 為 / 引当金 ハ其 / 営業年度 / 費用 又 

" 損失 ト為 スコ トプ 相当トスル 額二 限り 之ヲ 貸 

借対照表 / 負債 / 部 三計上スル コトヲ得 」 ( 商 

法 287 条 ノ 2) と規定することで ，利益性引当 

金を排除することを 明らかにした 点において， 

さらに，証券取引法に 基づく会計監査と 商法に 

基づく会計監査の 基準が，形式的にも 一元化へ 

の傾向を強めたと 解すべぎであ ろう。 昭和 56 年 

の 商法改正においては ，大会社であ っても， 

「利益 / 処分 又ハ 損失 / 処理二関スル 議案」 ( 商 

法 281 条 1 項 4 号 ) については，たとえ 貸借対 

照表 および損益計算書について 会計監査人 おょ 

び 監査役の適法とする 意見があ り，取締役会決 

議 で確定されても ，株主総会の 承認を要し， こ 

の利益処分案だけは 株主総会が確定することに 

なる ( 商法特例 法 16 条 1 項 ) 。 この場合， 引当 

金に利益留保的性質のものが 含まれると， 本 

来 ，株主総会が 確定すべ き 利益処分としての 性 

質を有する額が ，貸借対照表の 中に記載されて 
しまうことになり ，理論上矛盾することが 明ら 
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かであ り， また， このことは期間損益計算とい 

う観点からも 認められるものではない ，したが 

って，貸借対照表の 負債の部に計上され・ る 引当 

金は，その支出が 特定され，かつ 額が定まって 

いるものでなければならないし ，期間損益の 比 

較上 ，その営業年度の 費用または損失とするこ 

とが必要とされる 額 だけを計上することとされ 

だのであ る， 「株式会社の 貸借対照表，損益計 

算書，営業報告書及び 附属明細書に 関する規 

則」 ( 以下，計算書類規則と 略称する。 ) も，昭和 

56 年商法改正に 体ない改正されており ，引当金 

についてほ， 原則として，引当金の 部を設げな 

いこととされた。 すなわち， 貸借対照表の 負債 

の部は，流動負債および 固定負債の各部に 区分 

することになり ， これまでの特定引当金の 部は 

廃止されることとなった ( 計算書類規則 25 条 ) 。 

しかし，会社は ，負債の部に 別に「引当金の 

部 鋤 」を殻げ， ここに商法 287 条 ノ 2 に定める 

引当金を計上することもできる ( 計算畜類規則 

33 条 1 項 ) 。 商法 287 条 ノ 2 に規定する引当金 

は，その計上の 目的を示す適当な 名称を付して 

記載しなければならないが ， 引当金の部を 設け 

ず，流動負債またほ 固定負債の部に 記載すると 

ぎ は，商法 287 条 ノ 2 に規定する引当金であ る 

ことを注記しなければならない ( 計算書類規則 

条 2 項・ 3 項 ) のであ る。 

法令上，その 計上が強制されている 引当金 ま 

だ ほ 準備金 " についてほ ， " 借 対照表の負債の 

部 に計上することが 指示されていると ぎ は， そ 

の引当金または 準備金が流動 員 憤または固定負 

債の各部に計上することが 相当でないものであ 

ると ぎ は， これを引当金の 部に記載すべきもの 

とされ，法令の 規定により 負 俺の部に計上する 

ことが強制される 引当金または 準備金について 

は，引当金の 部に計上されるものにかぎらず ， 

すべてその根拠となる 法令の条項を 付記しなげ 

ればならない ( 計算書類規則 33 条 4 項・ 5 項 ) 

のであ る。 

これに対して ，企業会計密議会の「商法計算 

規定に関する 意見書」 ( 昭和 55 年 7 月 17 日 ) に 

おいても，「公正妥当な 企業会計の考え 方によれ 

ば，引当金とは ，将来発生することが 合理的に 

見込まれる特定の 費用たる支出又は 損失であ っ 

て，その原因となる 事実が当該営業年度以双に 

既に発生しており ，かつ，その 金額を合理的に 

見積ることができるものとされている。 」とし 

ぅ 提言がなされており ， このことは， 当該営業 

年度の費用又は 損失とすることを 相当とする額 

に限定することを 示して，期間損益計算の 正確 

性を担保しようとする 商法 287 条 ノ 2 の規定と 

も相応するものであ る。 そして，昭和 57 年 4 月 

20 日には，企業会計原則注解の 修正がなされ ， 

同注解 18 の引当金の範囲を ，商法 287 条 ノ 2 に 

規定により負債の 部に計上することができるも 

のの範囲 と 一致するように 拡大する一方，利益 

留保性のものを 負債の部に計上することを 認め 

ないことを明らかにするため ， 同注解 14 が削除 

されたのであ る。 すなわち， 同注解 m8 による 

と， 「将来の特定の 費用又は損失であ って ，そ 

0 発生が当期以前の 事象に起因し ，発生の可能 

性が高く，かつ ，その金額を 合理的に見積るこ 

とができる場合には ， 当期の負担に 属する金額 

を当期の費用又は 損失として引当金に 繰入れ， 

当該引当金の 残高をお 偕 対照表の負債 の " 又は 

資産の部に記賊するものとする。 」と改められ 

たが，従来に 比べると，将来の 費用のみならず 

損失のための 引当金も含まれることが 明らかに 

されたこと，発生の 確実性から高度の 可能性へ 

と 緩和されだこと ， これらの点において ，その 

範囲が拡大されている 鯛 ，この範囲の 中には， 

貸 御引当金のような 評価性引当金，退職給与引 

当金や製品保証引当金のような 法律上の負債で 

あ るものが含まれているので ，商法 287 条 ノ 2 

に 規定する引当金とは 一致しない面もあ る。 す 

なわち，企業会計密議会の「負債性引当金等に 

係る企業会計原則注解の 修正に関する 解釈、 指 

針」 ( 昭和 57 年 4 月 20 日 ) の一の①に よ り，減価 

償却引当金は 同注解 18 に定める引当金に 該当し 

ない旨が明らか。 こされたけれども ，商法上 は ，評 

価性引当金は 資産の部で処理するものであ り， 
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法律上の負債であ るものは負債の 部に計上すべ 

きものなのであ る。 この解釈指針によると ，負 

債性引当金と 評価性引当金は ，いずれも将来の 
特定の費用または 損失の計上にかかる 引当金項 

目であ り，その会計的性格は 同一であ るという 

考え方から， この両者を引当金として 一木化し 

ている。 このように，企業会計原則上の 引当金 

と商法上の引当金とは ，なお一致しない 面もあ 

るが，企業会計原則に 定める評価性引当金と 負 

慣性引当金の 両者を除くそれ 以外のもの，すな 

わち修繕引当金や 損害補償損失引当金等の 範囲 

は，商法 287 条 ノ 2 の規定によって 負債の部に 

計上することができる 引当金の外枠と 合致させ 

るために 設 げられたものであ るから， このかぎ 

りにおいて，商法 287 条 ノ 2 に規定する引当金 

の範囲 と 一致するものと 考えられる。 6)0 

しかしながら ，商法 287 条 / 2 に規定する引 

当金にどのようなものが 該当するのかは ，別当 

金 としての性質を 有するかどうかによるのであ 

って，貸借対照表七一般に 用いられる名称だけ 

で決めることはできないのであ り。 ", 結局は ， 

個々のケースにつき 具体的に判断しなければな 

らないのであ る。 この場合の判断には ， 「公正 

なる会計慣行」を 勘酌 すべきことになる。 以上 

のことから，引当金監査については ，証券取引 

法監査も商法監査も ，その範囲について 完全な 

一致は認められないけれども ，実質的には 両者 

の 調整がはかられ ，一致する範囲内の 基準 は - 

元 化されたといっても 言いすぎではない。 

なお，かつて ，証券取引法との 関連における 

公認会計士監査というのは ，合法性の監査の 次 

元に低迷することなく ，適正性の監査を 目標と 

しているものであ るから，適法性のみの 監査と 

いうことになる。 ，，と， きわめて形式的・ 無 内容 

的な監査に終始するおそれがあ る， と懸念され 

たこともあ った。 この ょ うな考え方は ，企業会 

計の処理という 点で，商法は 適法であ ることを 

要求し，証券取引法は 適正であ ることを要求す 

るという基本的立場にたって ，適法と適正とで 

はその純度または 範囲 V こおいて差異があ るのは 

当然であ る。 9) と解するのであ る。 しかし，証券 

取引法に よ る財務諸表監査における 適正性 と ， 

商法または商法特例 法 による会計監査における 

適法性との関係については ，結局，財産および 

損益の状態について 正しい判断を 可能にするも 

のが適性な財務諸表であ り，それはまた 計算書 

類規則に適合した 適法な財務諸表であ り，そこ 

で は ，適正なものは 適法であ ることはもとより ， 

適法であ ることのためには 適正であ ることが 必 

要 であ る ", と説かれている。 すなわち，適正 

性概念と適法性概念とは ，前者が会計原則を 重 

視し，後者が 商法に力点を 置くという重点や 立 

脚点に差はあ っても，事実上，ほとんど 同一の 

内容ないし構成要素をもつとみてよく ，両者の 

任務ないし機能に 理論上の差異はなく ，せいぜ 

いのところ財務諸表の 様式の相違に 基づく表示 

の監査に若干の 差異があ るのみであ る ") し ，ま 

た，証券取引法監査が 期間損益計算上の 収益 力 

Ⅴこついての 監査であ る以上は，利益ないしそれ 

から算出されるはずの 配当可能利益の 適否 ャ こつ 

いての監査を 軽視してよいとの 論理は生じてこ 

ないし，商法監査が 配当可能利益の 計算につい 

ての監査であ る以上は，期間損益計算によって 

生ずる利益が 配当可能利益につながるものであ 

ることを軽視して 監査してよいとし ぅ こともあ 

り 得 べきことではないから ，証券取引法監査に 

おける適正性の 間 題 と商法監査における 適法性 

の問題とを区別することは 必要ではなく ， こ方 ， L 

らは同一の問題であ る② ，と 会計学の立場から 

論ぜられている。 

結局，商法特例 法によ る監査の対象と 証券取 

引法の規定に よ る監査の対象は ，厳密にいえば 

異なるが，通常は 同一であ るから，実際上は 同 

一の公認会計士または 監査法人が，商法特例法 

に よ る監査を行な う とともに，証券取引法に よ 

る監査を行ほうとともに ，証券取引法に よ る監 

査を行な う ことになると 考えられるから ，その 
監査の結果を ，商法特例 法によ る監査にも， ま 

た 証券取引法に よ る監査にも，利用することと 

なって，重複監査は 避げられる③ ， と 説明され 
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ている。 

(2)  会計監査人監査と 監査役監査 

大会社にあ っては，会計監査人による 会計 監 

査と監査役による 会計監査とが 並行して行なわ 

れることになるのであ り，それがため ，会計 監 

茶人の監査がその 専門的会計監査能力ゆえに 監 

査役の監査 ぬに 優先するのか ，それとも，商法 

上の制度としての 監査役監査が ，会計監査人に 

よ る会計監査をもって 補足されるものと 解する 

のかという問題が 提起されよ う 。 

この問題については ，株式会社の 会計監査に 

対しては，監査役監査が 主たる役割を 担 う もの 

であ り，会計監査 ソ、 の 監査は補完的であ ると 解 

すべきであ り，会計監査人の 地位が監査役と 同 

列 にあ ると解することはできないと 説く立場㈲ 

があ る。 その理由は，会計監査人の 選任，解任 

にあ たっての監査役の 過半数の同意を 要する 

( 商法特例 法 3 条 2 項， 同法 6 条 3 項 ) として 

いることばかりでなく ，監査役全員の 同意によ 

る会計監査人の 解任事由 ( 商法特例 法 6 条 ノ 2 

第 1 項 ) が，通常の雇傭契約関係を 前提とする 

とき， いずれも当然であ る事項であ り， そのす 

べてが監査役の 判断に委ねられていること ， ま 

た ，監査役は，監査報告書にっき ，会計監査人 

に対して説明を 求めることができる ( 商法特例 

法 13 条 3 項 ) ことのほかに ，監査役 は ，その職 

務を行な う ため必要があ るときほ，会計監査人 

V こ 対してその監査に 関する報告を 求めることが 

できる ( 商法特例 法 8 条 2 項 ) だめ，監査役を 

して，監査手続実施以前，実施中の 報告請求を 

可能にしていることなどであ る，会計監査 ノ、 

は ，第三老の立場から 監査を行な う のが，商法 

特例法の建前であ るから，会社内部組織の 機関 

としての立場からなされる 監査役の監査とほ ， 

その監査結果。 こついて意見を 異にすることがあ 

っても，当然のことであ る。 。 ，。 また，会計監査 

人の監査報告書を 基本として，監査役の 監査 報 

吉書が作成される ( 商法特例 法 13 条 1 項，同法 

14 条 1 項 ) のであ るから，事実上の 主導権 が会 

計監査人に与えられているとはいえても ，会計 

監査人が，監査役の 下位にあ って単にその 監査 

業務を補助するものということはできない ", 。 

ところで， この問題については ， 昭和 49 年 

の商法特例 法 により商法上の 監査役監査を 補強 

する会計監査人としての 新しい機能が 加わるこ 

とになったと 評する立場⑧があ る。 この補強と 

は， おそらく，監査役はもっぱら 業務監査にた 

ずさわり， 会計監査については ，監査計画の 中 

でその大部分を 会計監査人に 移譲して，特定の 

問題に関して 意見を交換するとか ，必要な場合 

は，会計監査人に 同行して 証 感書類と帳 簿との 

照合や計算 突合 等の監査技術は ，原則として 監 

査 役においては 行使することはしなくてよいと 

し ぅ 意味で，会計監査に 関しては， おおむ 丑 a 会 

計監査人たる 公認会計士または 監査法人に，そ 

の実際の監査手続の 実施は委ねられることにな 

る 69)   ということであ ろう。 商法特例 法は，監 

査役に対して ，会計監査人の 監査の結果を 利用 

してみずからの 監査を行なうことを 認めている 

のであ り， このことは， また有効・的確な 監査 

を 実現する ぅ えでも必要なことであ る 沖 。 この 

ような両者の 協力関係が認められるからといっ 

て，両者の間に 従属関係の存在を 認める理由に 

はならない。 なぜなら，計算書類が 法令また ほ 

定款に適合するかどうかについて ，会計監査人 

が監査役と意見を 異にするときは ，会計監査人 

は，定時総会に 出席して意見を 述べることがで 

きる ( 商法特例 法 17 条 1 項，同法 2 条 ) のであ 

るから，会計監査人が 監査役の補助者ではない 

ということは 明らかであ り， このことは，監査 

役と会計監査 ノ、 が 各々別個の立場で 独立して監 

査を行なうことを 示すものであ るからであ る。 

すなわち，監査役は 業務監査だけしておれば 

よいというものでほない。 監査役 は ，「会計監査 

人の監査の方法または 結果を相当でないと 認め 

たときは，その 旨 および理由ならびに 自己の監 

査の方法の概要またほ 結果」 ( 商法特例 法 14 条 

2 項 1 号 ) を，監査報告書に 記載しなければな 

らないから， 会計監査人の 会計に関する 専門的 

能力を理由として ，会計監査人の 監査結果に ， 
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そのまま無条件に 従ってはならず ，会計監査人 

からあ らかじめ監査計画の 報告を受 け ， またそ 

の結果の報告を 受けることとして ，たとえば， 

継続性の原則とか ， 引当金の設定等に 関連し 

て，会計監査人の 監査計画ならびにその 実行に 

充分でない点があ ると認めるかぎりにおいて ， 

会計監査を実施すること 存 こなるのであ るⅢ。 

他方，会計監査人の 側においても ， 「会計監 

査人がその職務を 行 うに 際して取締役の 職務 遂 

行 に関し不正の 行為又は法令若しくは 定款に違 

反する重大な 事実があ ることを発見したとき 

は，その会計監査人は ， これを監査役に 報告し 

なければならない。 」 ( 商法特例 法 8 条 1 項 ) の 

であ り， この任務を怠ったことにより ，会社に 

損害を生じさせたときは ，その会計監査人は ， 

会社に対して 連帯して損害賠償の 責任を負わな 

ければならない ( 商法特例 法 9 条 ) のであ るか 

ら，たとえ会計監査の 範囲外に属する 事項であ 

っても，監査役に 報告することが 必要であ る。 

この問題は，会計監査人監査といわかる 内部監 

査との関係に 通ずるものであ るが， 内部監査の 

組織そのものが 取締役の下部機構であ るため， 

会計監査人と 内部監査の協調 は 極めて困難であ 

り ，会計監査人にとって ほ 限界があ るといえよ 

う。 もちろん， 内部監査によって ，会計監査人 

が受ける便益も 大なることを 否定しえないか 

ら，両者による 監査 は ，会計監査人による 内部 

監査の入手した 証拠の利用等を 考慮すれば， 無 
関係に行なわれるべきものでほない 粉が ， 本質 

的には，監査役の 業務監査によって ヵ バ ー され 

なければならない㈹ 問題であ る。 こうしたこと 

から，会計監査人と 監査役とほ， 会社の監査に 

関しては，各々独立性を 維持しつつ一体であ る 

ことを本来的なあ り方としなければならないも 

のであ るから，会計監査人に 譲歩を強要するこ 

とがあ ってはならないと 考える ゆ 。 特に，営業 

報告書の監査のように ， 1 つの計算書類の 記載 

について，監査対象を 分担し合 う こともあ り， 

また，いわゆる 特殊株主に対する 利益供与や不 

正支出防止問題のように ，業務と会計の 境界 領 

域 にあ るものに対する 監査の実効性という 点か 

ら，会計監査人と 監査役の緊密な 連携関係の確 

立は不可欠なものといわれているのであ る ゅ 。 

その意味で， 「監査役は，その 職務を行 う ため 

必要があ ると ぎ は，会計監査人に 対してその 監 

査 に関する報告を 求めることができる。 」 ( 商法 

特例 法 8 条 2 項 ) という一般的報告請求権 は， 

監査報告書に 限定されず，期中 V こおいて報告を 

求めることができるという 点で，監査役と 会計 

監査人との連携の 強化，情報収集能力の 強化お 

よび期中監査の 充実のためにほ ， 極めて有効に 

作用するものと 解される。 

この点に関連して ，昭和 55 年Ⅱ 月 18 日の社団 

法人日本監査役協会に よ る「監査役と 会計監査 

人 との間の実務指針第二号」は ， 「会計監査人 

を選任している 会社の監査役は ，法律上，会計 

監査人の監査の 方法と結果が 相当であ ると認め 

られる場合には ，会計に関する 監査報告は省略 
することができることになっているので ，監査 

役と会計監査人とほ ， 互いに立場の 異った観点 

から監査の効果を 十分発揮しなければならない 

と同時に，監査上必要な 情報交換などの 連絡を 

とることが必要であ ると思われる。 」と言明し 

各企業内における 監査役と会計監査人との 情報 

交換に関する 実務上の指針として ，相当詳細な 

定めを設けているのであ る。 

V. まとめにかえて 

昭和 49 年の商法改正の 際に，商法特例 法 が新 

設され，大会社については ，会計監査人制度が 

初めて導入されたが ，その後の昭和 56 年商法特 

例法の改正にあ たって，会計監査人制度はさら 

V こ 一層充実した 内容となったといってよい。 す 

なわち，会計監査人の 選任・再任・ 解任につ 

き，監査を受けるべ き 経営者たる取締役からの 

独立性がはかられているのであ る。 同時に，監 

査役との関係も 緊密化されているのであ る。 

この ょう に，法律制度として 確立された会計 

監査人制度がその 趣旨に沿って 機能するために 
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は ，法制度化をもって 事足りるものでほない。 

すなわち，企業会計および 会計監査は，性格的 

にきめの細かい 法律制度になじむものではな 

く， したがって，最小限に 必要とされる 範囲で 

法律に規定すべきものであ る。 この意味におい 

て ，会計監査人制度の 実効性は， 公認会計士ま 

たほ監査法人自身の 会計専門家としての 職業倫 

理如何 ンこ関 わっている問題であ る。 また， この 

問題は，会計監査 ノ 、 と監査役との 連携関係から 

も 検討すべきものであ るが， この点について 

は，大会社の 運営組織・監査機構が 複雑であ る 

ため，法律で 力 " 一 しきれない面も 多く， 商法 

特例法の趣旨に 沿い うる ，かつ， 善管 義務の内 

容となるような 健全な慣行の 成立をまたざるを 

得ない 向 という考え方が 示されている。 会計監 

査人と監査役との 緊密な連携関係ないしは 協力 

関係という問題もまた 同様に ， 細かい法律の 規 

定になじみにくい 問題であ る。 

したがって，会計監査人制度の 実効性をめぐ 

る 問題は，健全な 監査のための 慣行に従って 決 

すべ き 面を多分 ひこ 有するけれども ，法律制度面 

からは，会計監査人の 独立件がどのように 図ら 

れているかⅢが ， ひいては監査役の 独立性が問 

題 とされるべきであ る 。 なぜなら，監査役の 権 

限が強化されてきた 要請の上っとして ，会計監 

査人の地位の 強化・会計監査人の 取締役からの 

独立性の保持を 挙げることができるからであ 

る。 結局，会計監査人の 独立性は，監査役の 独 

五性が充分に 確保されているかどうかに 関わっ 

ているのであ り，監査役の 取締役からの 独立性 

が維持されておりさえすれば ，会計監査人制度 

の実効性 は ，さらに高まるものと 思われる。 

会計監査人制度の 意義が損なわれることがな 

い よ う にするためには ，会計監査人の 会計専門 

家としての自意識の 維持・高揚が 不可欠であ る 

ことはい う までもない。 同時に， 監査役の独立 

性が法律制度としてどのよ 3% こ 確保されている 

かヤこ よってもこの 問題は大きく 影響されると 解 

されるから，監査役の 独立性を確保することが 

肝要であ る。 

注
 

 
 

 
 

 
 

 
 

法
統
 

え
 

締
 
で
え
す
㎎
 

正
 

理
 

ヒ
ム
国
務
佳
士
 

 
 

 
 

 
 

3
 
4
 

2
 

Ⅰ
・
 

l
l
 



16@ (136) 横浜経営研究 第 V  巻 第 2  号 (1984) 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

ワ
 ） 

4
 

3
 

1
 

0
 

9
 

8
 

7
 

5
 
6
 

l
 ヰ
 
古
 

Ⅰ
 
工
 

l
 Ⅰ
 
人
 

l
l
 

Ⅰ
 
よ
 

1
 

151 頁参照。 鈴木 二 竹内・前掲 書 A84 頁 -485 頁参 
照。 
m 一 証券経済研究所『新商法解説』 ( 同文館， 

1975 .3) 12 頁参照。 
実務家からは ，公認会計士の 監査不要論が 説か 

れていた。 近松二三「株式会社監査制度に 関す 
る民事局参事官室試案について」 F 産業経理 コ 

28 巻 m1 号 (1968. 虹 ) 69 頁参照。 
この点については ，かなり強い 調子で批判的見 

解 ( 大橋光雄『商法改正法』 ( 経済法律時報， 
1975.4) 66 頁 -67 頁参照 ) が展開されている。 
公認会計士監査を 商法が導入したことは ，やが 
ては，監査役を 廃止して，監査を 公認会計士監 
査一本に統一することに 一歩を踏み出したもの 
( 大 任 達雄「商法上の 監査と公認会計士～なぜ 
公認会計士監査を 商法に取り入れねばならない 
か～」『会計ジャーナル』 4 巻 3 号 (1972.3) 
14 頁参照 ) と 指摘されている。 
元木 伸 『改正商法逐条解説 凹 ( 商事法務研究 
会， 1981 .12) 19 頁。 同 ・「商法監査総論～そ 
の基本的考え 方～」『会計ジャーナルコ 13 巻 8 
号 (1981 .8) 28 頁。 
m 口 幸五郎「会計監査人導入の 意義」『 枕 経 セ 

，ナ 一刀 18 巻 14 号 (1973. Ⅱ )59 頁。 なお，経営 
者と監査人 Laccountants コ との関係について ， 

次のような見解が 示されている。 すなわち，監 
査人の役割は ， どの会計原則がもっとも 適切に 

財務結果を提供するかを 決定することではなく 
て ，経営者によって 選択された原則が 必ずしも 

不適切ではないということを ，保証することに 
すぎないけれども ，適用される 会計原則を 
選択する権 限は， 経営者から， 真実， 独立し 
た監査人に帰属されなければならず ，会社法 
(corporate law コは ， このことを設定すること 
に狙い と 定めねばならない (Eisenbe,g, The 
St エ uctu て e of the Corporation, Ⅰ 976, pp. Ⅰ 88, 

199 参照 ) と 説いている。 
株主総会が無能であ るという指摘は ，すでに大 

正 2 年当時，上田貞次郎『株式会社論 コ ( 日本 
評論社， 1944.2) の第一部「改訂増補株式会社 
経済論」 (1913 . 8) 101 頁 可 07 頁においてなさ 

れている。 

たとえば， 中小企業基本法 (2 条 1 号 ), 中小 
企業団体の組織に 関する法律 (5 条 1 号 ), 中 
小企業等協同組合法 (7 条 1 項 1 号 ィ ) 等の一 
連の中小企業立法は ，資本金 1 億円以下の会社 
を中小企業として 種々の保護を 与えているが ， 

資本金 1 億円以上の会社 は ，保護措置を 受ける 
ことはない。 

大任達雄『新しい 監査制度の解説 コ ( 商事法務 
研究会， 1974.4) 138 頁。 同 ・前掲会計ジャー 
ナル 6 巻 6 号Ⅱ 頁 。 

税理士とは，昭和 26 年 6 月 15 日公布の税理士 法 

で 認められた税務の 専門家であ る。 公認会計士 

が，本来，第三者の 立場で会社財務諸表を 監査 
するのに対し ，税理士は当事者の 代理人とし 

て，租税の申告，不服申し 立て，還付請求を 行 
な う ( 税務代理 ) ほか，申告書などの 税務所 に 
提出する税務書類の 作成や税務相談に 応じるこ 
とを任務とする 者であ る ( 税理士 法 2 条， 3 

条 ) 。 
15)  山一証券経済研究所・ 前掲 書 22 頁 -23 頁参照。 
16)  商法が改正された 年の前後の公認会計士等の 登 
録状況は，以下のとおりであ る ( 第 21 回大蔵 省 

証券周年報昭和 58 年版 289 頁 -291 頁 参照 ) 。 

年末現在 公会 計 課 上 １１ 全土 計補 @ @ 国公認 計士 
昭和 47 年   4,456@ 1,201@ 36   
  昭和 48 年   4,642@ 1,373@ 31   
  昭和 49 年 4,805  Ⅰ， 561 31   
  昭和 "--- 一 - 58 年 3    月現在   7,148  1,532  羽     
監査法人は，昭和 58 年 3 月 31 日現在で 76 法人と 

なっており， その所属公認会計士 数は ， 2,483 
名で，そのうち 社員数は 1,215 名であ る。 

17)  当時の 5 億円以上の対象会社数は ，約 2,700 社 
であ った。 この点についてほ ，監査法人中央会 

計事務所編『昭和 49 年商法改正関係衆参両院 法 
務 委員会議録 ( 抄 ) ( 以下，衆参両院法務委員会 
議録と略称する ， LO ( 商事法務研究会， 1974. 
6) 75 頁 -76 頁 ( 田擾 説明委員発言 ) 参照。 

18)  法案の国会審議の 段階に至っても ， 日本税理士 

会連合会から ，税理士の職務を 狭めるものであ 
るとして，激烈な 反対運動が続げられ ，結局， 
附則において 妥協的政策措置がなされたのであ 
る。 なお， 5 億円以上 10 億円未満の一般会社と 
金融機関は，合計 574 社であ った。 新たに公認 
会計士の監査を 受けることを 要する会社は ，昭 

和 50 年 1 月 1 日から特例法の 適用を受ける 10 億 

円以上の一般会社であ る 466 社，昭和 51 年 1 月 
1 日から適用される 10 億円以上の金融機関であ 

る 129 社，合わせて 595 社であ った。 なお，昭和 
49 年 1 月 1 日から適用された 資本金 5 億円以上 
の証券取引法適用会社は ， 1,603 社であ った ( 法 

務委員会議録 79 頁参照 ) 。 
Ⅰ 9)  Hueck, Gesellschaftsrecht, 17. AufRaee l975, 
S. 129 参照 0 その他， 1911 年スイス債務 法 621 

条によると， 5 万スイスフランと 定めている。 
なおイタリア 民法法典 2397 条によると， 5 ㏄ 0 万 

リラを下らない 資本を有する 株式会社は，監査 
彼 が 3 名の場合は，専任監査役のうち 少なくと 
も 1 名，専任監査役が 5 名の場合には 2 名以上， 

かつ，そのいずれかの 場合においても 補充監査 
役の 1 名は，公認の 会計検査員の 登録 簿に 登録 

されている者の 中から選任しなければならない 
と定めている ( 風間鶴寿 訳 F 全訳イタリア 民法 
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典 ～民法・商法・ 労働法～』 ( 法律文化社， 1974. 

1)  362 頁参照 ) 。 
加 美和 照 「会計監査人制度」『 税経セ ; ナー』 
26 巻 13 号 (1981 . 9) 88 頁。 

酒巻俊雄「監査役監査と 会計監査人監査～改正 
法律案における 監査体制」 口 会計』 119 巻 6 号 
(1981 . 6) 6 頁。 

売上高および 負債総額を基準とすることについ 
てほ， これらの数値は 変動的なものであ るか 

ら，継続性，統一性を 要する会計監査人の 監査 
を受けるべき 会社を定める 基準として不適当で 
あ るという理由から ，経済団体を 中心に反対さ 
れていだ。 この点にっき ，元木主稲葉二 濱崎 
「株式会社の 計算・公開改正試案に 対する各界 
意見の分析」 千 商法改正に関する 各界意見の分 
析～株式制度・ 会社の機関・ 会社の計算・・ 公開 

の試案を中心に ～』別冊商事法務 51 号 ぐ 1981 . 
7) 169 頁参照。 
加 美和 照 ・前掲説経 セ ; ナー 26 巻 13 号 88 頁， 
要綱案の段階では ，会計監査人の 監査を受ける 
会社の数は， 1,341 社ふえることになる。 この点 
について． 日本経済新聞昭和 55 年 (1980 年 ) 12 
月 25 日 ( 木曜日 ) 朝刊 8 頁参照。 
資本の額によって ，その会社の 社会的な活動 
の大きさというものがはかれないことについ 

て，数字で示すものとして ，竹中 ( 司会 ) Ⅰ竹内 
二元木 二窪内 二村山二河村 = 斎藤「会社の 計算 

・公開改正試案の 重点解説」商事法務研究会編 
千 会社の計算・ 公開改正試案の 論点～昭和 54 年 

法務省試案をめぐって ～ コ ( 商事法務研究会， 
1980 ・ 3) 109 頁 ( 元木発言 ) 参照。 
元木 ニ 稲葉「商法等の 一部を改正する 法律の概 
要 」法務省民事局参事官室編『改正商法の 概 
要』 ( 商事法務研究会， 1981 .7) 56 頁。 

EC 第 4 号指令によると ，大小会社の 区分の標 
準は，使用総資本つまり 貸借対照表上の 資産の 
総額，年間の 売上総額，それに 従業員数という 
3 つの基準のうちの 2 つが一定数以上であ った 

ときは，大会社， 中 会社，あ るいは小会社にな 
る 。 西 ドイツ株式法施行令では ， コンツェルン 

の 定義がなされており ，そこでも，資産総額， 
総売上 額 ，従業員総数の 3 つのうち 0 つ以上が 

一定数以上であ れば， コン   ノ ，ルンであ ると 定 

めている。 
元木丁稲葉，双掲 善 56 頁。 

元木主稲葉 = 濱崎 ・前掲別冊 商由 法務 訂ぢ 302 

頁参照。 

この職域問題については ，大成竹の側からは ， 

民間の側で解決をはかることを 期待しでいると 

のことであ る ( 日本経済新聞昭和 56 年 (1981 年，， 
6 月 5 日 ( 金曜日 ) 朝刊 2 頁参照 ) 。 なお，昭和 
56 年 6 月 13 日の衆議院法務委員会でのⅠ商法ヰ 
の 一部を改正する 法律案に対する 附帯決議」の 
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8)  19 頁 ) 。 
          昭和 56 年 4 月 24 日の衆議院法務委員会 
での中島 ( 一 ) 政府委員に よ ると， 97 万 54 社の株 
式会社のうち ， 

資本金 1 億円以上 3 億円未満の会社は 10,501 

社，資本金 3 億円以上 5 億円未満の会社は 
2,373 社， 資本金 5 億円以上 10 億円未満の会 
社は 1,942 社，資本金 10 億円以上 50 億円未満 
の会社 は 1,838 社，資本金 50 億円以上の会社 
は 706 社であ る ( 衆参両院法務委員会議録 197 

頁 ) 。 
尾澤 修治「監査制度の 改正と公認会計士監査」 
『産業経理』 30 巻 5 号 (1970 ・ 5) 73 頁。 
元木 伸 ・前掲 書 303 頁。 
衆参両院法務委員会議録 199 頁 ( 中島政府委員 
発言 ) 参照。 

味 村 治「株式会社監査制度改正要綱 案 ( 昭和 
44 年 7 月 16 日法制審議会商法部会決定 ) の解 
説」 F 商事法務 団 626 号 (1973.4) 3 頁， 10 頁 
参照。 
鈴木三味 村二 安井二局 林 ( 司会 ) 「商法改正の 
動きを語る～新展開が 期待される審議態勢～」 
『商事法務研究 コ 400 号 (1966.12, 1967. 工合 
併 号 )2 頁 ( 安井発言 ) 参照。 
川ゴヒ 博 「公認会計士，監査法人の 会計監査」 
『会計ジャーナル』 6 巻 6 号 (1974.5) 132 頁 

参照。 
この間の事情については ，広瀬豪州「証取法 監 
査 制度の生成」『商学論叢』 ( 福岡大学 ) 28 巻 2 
号 (1983.10) 3 頁以下および 西野嘉一郎「公 
認会計士制度の 創設」『会計ジャーナル』 16 巻 

4 号 (1984.4) 80 頁以下が詳しい。 なお，外 
部監査が高度会社において 必要とされると ，当 
時において説くものとして ，山城 章 「監査役 
・会計監査役・ 公認会計士」『会計』 67 巻 6 号 

(1955-6) 76 頁 -77 頁参照。 
各国法との上ヒ 絞から，また 日計理士 法 との関係 
から，わが国において 公認会計士というよ う に 

「公認」という 字を冠したことは ，非常な失態 
であ る ( 村瀬 玄 「米国におけるわが 公認会計士 
法に該当する 法律について」 F 産業経理』 20 巻 
12 号 (1960 ・ 12) 51 頁 ) との指摘がなされてい 

る 。 

昭和 24 年の第 1 回の国家試験として 特別公認会 
計士試験が実施されたが ，第 1 回の試験合格者 

は 60 名で，正式に 開業登録を終えて 公認会計士 
が誕生したのは ，昭和 24 年 10 月 20 日であ った。 
昭和 26 年 7 月 1 日 以後，公認会計士の 監査対象 
となる会社は ，銀行・信託会社を 除いて，上場 
株式の発行会社および 有価証券届出会社等の 約 
460 社であ ったと伝えられている。 吉田尻「監 
査役監査と公認会計士監査」『法律時報』 28 巻 
6 号 (1956 . 6) 22 頁参照。 
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大任運 堆 「監査制度の 在り方」「産業経理』 31 
巻 9  号 (1971  ,9)  25 頁 ， 同 ・「監査制度と 公認 
会計士の今後の 在り方」『企業会計」 20 巻 6 号 

(1968.6) 20 頁Ⅰ 1 頁 参照。 
西原寛一「商法改正要綱について」『商事法研 
究第二巻』 ( 有 斐閣， 1963.2) 246 頁参照。 
神崎 克郎 「商法監査と 証取法監査の 調整」 『 商 

車 法務』 473 号 (1969,1) 12 頁以下参照。 な 
お，かって，両者の 差異を強調するのほ 形式論 
にすぎない ( 黒沢清「監査役と 公認会計士の 監 

査」『会計』 60 巻 7 号 (1951. は ) 52 頁参照 ) 
と 指摘されていた。 他方，商法の 会計規定や計 
算規則が会計原則的思考や 財務諸表規則と 単純 
に帰一できないのは ，現代の株式企業を 現在の 
株式の所有主の 承認ということに 重点を置い 

て，その会社の 株式の公明性と 会社の公共性あ 
るいは会社を 囲 繍 する社会的企業主体との 諸関 
係を会計的に 認識しょうとしないことに 原因が 
あ る ( 岩村一夫「株式会社監査制度改正につい 

て～民事局参事官室試案をもとに ～」 子 会計』 

94 巻 6 号 (1968.12) 25 頁 ) という会計学の 側 

からの見解もあ った。 
このようないわゆる「二元論」に 立った場合， 

批判的立場 ( 久保田晋二郎「新商法の 会社監査 
制度」『会計』 109 巻 1 号 (1976.1) 63X-64 頁 
参照 ) があ るけれども，利害関係者に 対して， 
それぞれの監査の 相違を明確に 理解させること 
が重要な問題であ る ( 森 実 「新監査役制度と 

会計監査人の 監査について」『会計』 109 巻 1 号 
(1976.1) 39 頁参照 ) ことが指摘されている。 
会計監査人の 商法への導入は ，明文規定に よ る 

細部への立ち 入りをできるかぎり 避けることが 
望ましい ( 黒澤 清 「会計監査人監査について」 

『産業経理』 28 巻 皿号 (1968.11) 43 頁参照 ) 
との提言がなされていた。 

山口幸五郎・ 前提説経セミナー 18 巻 14 号 58 頁 - 

59 頁参照。 批判的立場を 示すものとして・ 久保 
田晋二郎・双掲会計 109 巻 1 号 63 頁 -64 頁参照。 
大庄達雄「企業会計処理の 適法性と妥当性」 
丁 会計』 99 巻 3 号 (1971.3) 96 頁 -97 頁参照。 
なお，会計実務の 慣行が法的拘束力をもつかど 
うかは，それが 慣習法の域にまで 達しているか 

否かに依るしかないのであ り，その慣行に 反す 
る場合に，違法たる 非難性があ るか否かによっ 
て決まる ( 吉永栄助「商法学の 立場と会計理論 

～公示の原則を 中心として～」『企業会計』 7 

巻 4 号 (1965.4) 83 頁 ) と 説明されている。 
特定引当金ということばは 特別のイメージをも 
つので，特定引当金の 語は使わないこととされ 
た。 稲葉威雄『改正会社法』 ( 金融財政事情研 
究会， 1982.7) 296 頁参照。 
法令の規定により 負債の部に計上することが 強 
制される引当金または 準備金，こは ，電気事業法 
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⑳ (140) 横浜経営研究 第 V  巻 第 2  号 (1984) 

は ，会計監査に 関するかぎり ， 両 監査制度がま 
ったく重複するものであ ることは明らかであ っ 

て ， 速やかに統合の 方向で監査制度の 改正を進 
めるべぎであ ることが，高田正 淳 「商法監査の   

理想像と会計監査人の 導入」『実務会計』 4. 巻 
Ⅱ 号 (1968.11) 35 頁は，商法が 現存するかぎ 
り ，商法監査上の 公認会計士監査を 中心に再編 
成し，証取法上の 監査を吸収一元化するか ，あ 
るいは商法による 公認会計士監査と 重複しない 
範囲で，証取法によって 必要とされる 監査を追 
加するような 体制がつくられるべぎであ ること 
が ，さらに，日下部与市「公認会計士監査と 監 
査役監査」『会計』 95 巻 1 号 (1969.1) 71 頁 - 
74 頁においては ，商法監査のなかに 適正性監査 
を加えること ， および， 適正概念のなかに ， 

「会計基準準拠性」また ほ ，「会計原則準拠性」 
が含まれることを ，商法上明らかにすることが ， 

それぞれ提言されている。 しかし，商法は ， も 
とから会計の 基準に従って 適正表示を要求して 
ぎているのであ る。 この点につぎ ，矢澤 二 飯野 
ニ山上二大沼 ( 司会 ) 「商法監査と 証取法監査の 

接点～商法監査の 開始に備えて ～」 口 会計ジャ 
ーナル J 7 巻 1 号 (1975. 1) 14 頁 ( 矢沢発言 ) 

参照。 
62)  近澤 弘治「商法改正に 見る監査役監査と 会計監 
査人監査」『産業経理 J 41 巻 10 号 (1981 .10) 
47 頁 -49 頁。 

63)  味 村 治・前掲 商事法務 626 号 10 頁。 
64)  監査役についても ， 日本監査役協会による 監査 

役 監査指針を参考資料として ，公認会計士によ 
る監査のための 監査基準，監査実施準則および 

同報告準則に 匹敵するような 経営監査公準を 設 
定する必要があ るという提案がなされている。 
この点にっき ， 近澤 弘治・前掲 産業経理 41 巻 

10 号， 46 頁参照。 
65)  檜 回信男「会計監査人監査と 監査役監査～独立 
性 に関連して～」 旧 ビジ 不 スレ ビ   ， 一 』 ( 一橋大 

学 0 29 巻 2 号 (1981 .9) 16 頁 -18 頁参照。 
66)  監査結果について 意見を異にするような 事態を 
避けるためには ，会社の側で 適正かつ適法の 計 
算 書類を作ることであ る ( 日下部与市「公認会 
計士監査と監査役監査との 調整を中心として」 

『会計』 95 巻 1 号 (1969.1) 76 頁参照 ) という 
提言がすでになされていた。 

67)  蓮井 良憲 「会計監査人と 監査役」 F 改正会社法 

の研究山金融商事判例 651 号 (1982.9) 131 頁 
注 (3) 。 保佐昭一「会計監査人ほついての 法律 

問題～監査役との 関係において ～」 『月刊監査 
役 Jr S8 号 (1974.7) 3 頁。 森田 章「会計監 
査人」鈴木ニ 大隅監修 T 会社法演習Ⅱ株式会社 
( 機関 J  ( 有 斐閣， 1983 . 11) 226 頁。 酒巻俊雄 
・前掲会計Ⅱ 9 巻 6 号Ⅱ 頁 。 山口幸五郎・ 前掲 
説経 セ ; ナ一 18 巻 14 号 61 頁。 商法研究会「会計 
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会計監査人制度の 意義 ( 久 留 鳥隆 ) (141)@ 21 
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( 横浜国立大， 芋 経営学部助教授 コ 


